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1000 桁に対する 2030 年までの劣化予測を塩害劣化に対して行った。劣化要因のばらつきを考慮し




























































 目標とする BMS は下記の通りである。 





















案する。以上の補修シナリオに基づいた LCC を低減するための戦略的な維持管理手法を提案する。 
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２章 BMS の概要 
 
2.1 BMS 開発経緯 
 １章で述べた目標とする BMS を開発するため、2009 年から高知工科大学において研究に着手し
ている。BMS の特徴は表-2.1 に示す様に、「膨大なシナリオ作成機能」「飛来塩分量予測システム」
「物理化学劣化モデル」「各種補修工法による再劣化モデル」「複数橋梁を対象とした予算制約機能」
の 5 つの基本機能を装備している。 
 
表-2.1 高知工科大学 BMS の特徴 


















2.2 BMS の構成 


































大なシナリオの中から LCC を最小化する修繕計画を導き出すシステムとしている。 
 
















































































































O 2 +2H 2 O +4e → 4OH



































































































































0 H 7 G 14 B,  C 21 B,C,D
1 A 8 D，E 15 A，B 22 D,E,F
2 B 9 C，D 16 A，F 23 C,D,F
3 C 10 B，D 17 C,  F
4 D 11 A，E 18 D,  F
5 E 12 A，C 19 E,  F
6 F 13 B，E 20 B,D,E
※ iは補修工法識別記号(表-1参照)、jは組み合わせを考慮した補修番号












































































































































2, 10, 13, 14, 15, 20, 21
3, 4, 5, 8, 9, 0
組み合わせを考慮した補修番号
1, 3, 4, 5, 8, 9, 11, 12
1, 3, 4, 5, 6, 8, 9, 11, 12, 16, 17, 18, 19, 22, 23
2, 10, 13, 14, 15, 20, 21
































 以上のシステムは既に完成していることから、以上の BMS の劣化予測および補修シナリオに対し





考えられる。その場合は 1 年過去又は 1 年未来で補修するシナリオを考慮する。図-2.10 に示す様に、
1 年過去に実施することで、予算を満足する場合は許容管理レベル以下の劣化度で管理できるが、1
年未来に先送りする場合は許容管理レベルを超えてしまう。よって、まずは 1 年過去を検索し、予








































































































































1-d 2-d 3-c 4-d 5-e
6-b 7-b 8-a 9-c 10-d
11-b 12-b 13-a 14-b 15-c



























































































































を空けすぎると a と e の間である b、c または d となる劣化速度が存在しない状況になるケースも
ある。「十分にカバーできる範囲」とは、全ての劣化度を表現できると言う意味である。図-3.4 は
以上の要領でばらつかせたイメージであり、確定的な劣化予測に対して、0 倍速～4 倍速まで 0.4


























































10% 40% 25% 20% 5%
20% 10% 40% 20%
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2) 具体的な補正方法 
 図-3.1 に示すモデルと図-3.4 に示す劣化予測を用いて、具体的な補正方法を示す。図-3.4 は劣化曲






b)点検結果における劣化度「b」は 40%である。劣化予測において「b」となる劣化速度は 2 本ある
ため、均等に考えた場合の「劣化表現率」は 20%となるが、点検結果の 40%に整合させるために、
この劣化速度 1 本につき、「劣化表現率」を 10%から 20%(40÷2=20%)に補正する。以上により点
検結果と劣化予測の劣化度分布は整合する。 
c)同様に劣化予測において劣化度が「c」となる劣化速度は 1 本であるため、均等に考えた場合の割
合としては 10%存在することとなるが、点検結果では 25%存在する。よって、この 1 本あたりの
「劣化表現率」は 10%から 25%に補正することで、劣化度「c」の割合は点検結果と整合する。 
d)同様に劣化予測において劣化度が「d」となる劣化速度は 4 本あるため、均等に考えた場合の割合
としては 40%存在することとなるが、点検結果では 20%しか存在しない。よって、この 1 本あた
りの「劣化表現率」は 10%から 5%(20÷4=5%)に補正することで、劣化度「d」の割合は点検結果
と整合する。 
e)最後に劣化予測において劣化度が「e」となる劣化速度は 1 本あるため、割合としては 10%存在す












 区分「a」ひび割れ無し          ：0 点 
 区分「b」ひび割れ幅 ～0.2mm     ：1 点 
 区分「c」ひび割れ幅 0.2～0.3mm    ：2 点 
 区分「d」ひび割れ幅 0.3mm～ 
剥落しているが鉄筋の腐食は軽微 ：3 点 























































































































































安全側の評価を合わせた割合を「正評価 31+38=69%」とする。また、1 段階危険側の b 評価とす
る割合を 18%、2 段階危険側の c 評価とする割合を 9%、3 段階危険側の d 評価とする割合を 4%と
する。同様に職員が b 評価とした場合、1 段階安全側の a 評価とする割合を 31%、正評価である b
評価とする割合を 38%、1 段階危険側となる c 評価とする割合を 18%、2 段階危険側の d 評価とする
割合を 9%、3 段階危険側の e 評価とする割合を 4%とする。同様に職員が c 評価とした場合、1 段階
安全側の b 評価とする割合を 31%、正評価である c 評価とする割合を 38%、1 段階危険側となる d
評価とする割合を 18%、2 段階危険側の e 評価とする割合を 9%、3 段階危険側には評価できないた
め、4%は正評価に加える。同様に職員が d評価とした場合、1段階安全側の c評価とする割合を 31%、
正評価である d 評価とする割合を 38%、1 段階危険側となる e 評価とする割合を 18%、2 段階危険
側と 3 段階危険側には評価できないため、9%と 4%は正評価に加える。最後に職員が e 評価とした


























1)時間的な誤差は 1 年単位で考慮する。 







a 0 0.000 0.000
b 2 0.125 0.125
c 7 0.438 0.563
d 7 0.438 1.000

















a 0.62 0.039 0.039
b 2.93 0.183 0.222
c 5.47 0.342 0.564
d 5.01 0.313 0.877










点検結果(供用 34 年) 
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あると仮定する。 





      x は前回の点検実施から時間(年) 




































































































a 1 0.010 0.010
b 9 0.090 0.100
c 4 0.040 0.140
d 53 0.530 0.670












b)同様に、点検実施時の 1 年前である供用 33 年から 4 年前である供用 30 年の劣化予測解析の結果
に対しても「4.2」の図-4.4 に示してある測定誤差を考慮した点検結果を用いて「劣化表現率」の









































a 1 0.010 0.010
b 10 0.100 0.110
c 5 0.050 0.160
d 57 0.570 0.730








a 1 0.010 0.010
b 11 0.110 0.120
c 5 0.050 0.170
d 64 0.640 0.810















a 1 0.039 3.875 0.03875 0.03875
b 10 0.018 18.313 0.183125 0.221875
c 5 0.068 34.188 0.341875 0.56375
d 57 0.005 31.313 0.313125 0.876875
e 27 0.005 12.313 0.123125 1
モデル要素
【劣化予測】 【劣化予測を測定誤差・時間誤差で補正した結果】 
点検実施 1 年前 














a 1 0.039 3.875 0.03875 0.03875
b 11 0.017 18.313 0.183125 0.221875
c 5 0.068 34.188 0.341875 0.56375
d 64 0.005 31.313 0.313125 0.876875








a 1 0.010 0.010
b 9 0.090 0.100
c 4 0.040 0.140
d 53 0.530 0.670















a 1 0.039 3.875 0.03875 0.03875
b 9 0.020 18.313 0.183125 0.221875
c 4 0.085 34.188 0.341875 0.56375
d 53 0.006 31.313 0.313125 0.876875





















図-4.7.2 劣化予測に時間誤差を考慮した点検結果で補正した結果(その 2) 
 
 上記の様に 1 橋につき、劣化予測モデル（補修シナリオ）は 5 本派生し、それぞれの劣化予測が
有する確率は点検回数が 1 回の場合は 20%となる。どの補修シナリオを選定するかは橋梁管理者の
判断となるが、複数の点検結果がある場合、図-4.1 に示す「誤差ボックス」も複数存在することとな
るが、この誤差ボックスを通過させる必要がある。 
 以上を踏まえ、劣化評点と時間の経過を図-4.8 に示す。図-4.4 に示した測定誤差の補正を考慮した
点検結果を用いて、初期解析を補正した結果、補正した解析の方が、初期解析より劣化速度が遅くな
る結果となった。また時間的な誤差として、1 年前に点検した劣化状態になったケースから 4 年前に
点検した劣化状態になったケースまで考慮した解析を実施した。「1 年前に点検した劣化状態になる」














a 1 0.010 0.010
b 12 0.120 0.130
c 6 0.060 0.190
d 70 0.700 0.890








a 1 0.010 0.010
b 13 0.130 0.140
c 7 0.070 0.210
d 78 0.780 0.990
e 1 0.010 1.000
モデル要素
点検実施 3 年前 














a 1 0.039 3.875 0.03875 0.03875
b 12 0.015 18.313 0.183125 0.221875
c 6 0.057 34.188 0.341875 0.56375
d 70 0.004 31.313 0.313125 0.876875















a 1 0.039 3.875 0.03875 0.03875
b 13 0.014 18.313 0.183125 0.221875
c 7 0.049 34.188 0.341875 0.56375
d 78 0.004 31.313 0.313125 0.876875


































































































































































































































































7)現在の道路橋示方書では、橋梁の耐用年数を 100 年としている。供用から 100 年間際で許容管理
レベルを超える場合、実務では補修を実施しないことも考えられる。ここでは図-5.7 に示すように














































1-d 2-d 3-c 4-d 5-c
6-b 7-b 8-a 9-c 10-d
11-b 12-b 13-a 14-b 15-c





























図-5.10 図-5.9 で補正した劣化予測モデルの補修シナリオ 
 
 図-5.10 は 9 本の劣化予測にばらつかせている。点検実施時において劣化度「d」の割合は図-5.9
より 20%存在する。ばらつかせた劣化予測は 3 本が劣化度「d」となっていることから、この 3 本の
「劣化表現率」は 1 本当たり 20÷3=6.66%となる。同様に点検実施時の劣化度「c」は図-5.9 から
30%存在し、劣化予測は 4 本が劣化度「c」となっていることからこの 4 本の「劣化表現率」は 1 本
当たり 30÷4=7.5%となる。同様に点検実施時の劣化度「b」は図-5.9 から 40%存在し、劣化予測は
1 本が劣化度「b」となっていることからこの 1 本の「劣化表現率」は 40%となる。最後に点検実施
時の劣化度「a」は図-5.9 から 10.0%存在し、劣化予測は 1 本が劣化度「a」となっていることから























 以上から、9 本の劣化予測の各「劣化表現率」が求まる。次ぎに補修数量の算出方法は、図-5.9 よ
り、補修タイミング 1 で最も早い劣化予測が許容管理レベルに達している。この時、劣化度「d」に
ある部分をまとめて補修することとなる。この時、劣化度「d」となっている劣化予測は 3 本あり、
この 3 本の「劣化表現率」全て 6.66%である。式(5.1)から、このときの補修数量 A1 は 20.0m2とな
る。 
A1=100.0×(6.66×3) 
=20.0        (5.1) 
 
 同様に補修タイミング 2 で次ぎに早い劣化予測が許容管理レベルに達することとなる。この時、
劣化度「d」にある部分を補修タイミング 1 と同様にまとめて補修することとなる。この時、劣化度
「d」となっている劣化予測は 2 本あり、この 2 本の「劣化表現率」全て 7.5%である。式(5.2)から、
このときの補修数量 A2 は 15.0m2となる。 
A2=100.0×(7.5×2) 
=15.0        (5.2) 
 
 最後に補修タイミング 3 で次ぎに早い劣化予測が許容管理レベルに達することとなる。この時、
劣化度「d」にある部分を補修タイミング 1 や 2 と同様にまとめて補修することとなる。この時、劣
化度「d」となっている劣化予測は 3 本あり、この内 2 本の「劣化表現率」は 7.5%であり、1 本の「劣
化表現率」は 40%である。式(5.3)から、このときの補修数量 A3 は 55.0m2となる。 
A2=100.0×(7.5×2+40.0×1) 

























-2.2 を用いる。補修工法は最も LCC が小さくなる補修工法を算出するが、算出方法は第 2 章で述べ
た方法を用いる。図-5.10 に示す各補修タイミングのうち最も早い劣化予測に対して、第 2 章の方法
により補修工法を選定する。 
 例えば補修タイミング 1 で電気防食工法、補修タイミング 2 で断面修復工法、補修タイミング 3
も断面修復工法が選定されたとすると、補修タイミング 1 における補修工事費 S1 は式(5.4)で算出さ
れる。 
S1=20.0×95000 
=1,900,000(円)        (5.4) 
 
 同様に補修タイミング 2 における補修工事費 S2 は式(5.5)で算出される。  
S2=15.0×65000 
=975,000(円)         (5.5) 
 
 最後に補修タイミング 3 における補修工事費 S3 は式(5.6)で算出される。  
S3=55.0×65000 




























 高知県からの情報提供により、約 1374 橋について解析対象橋梁を抽出した。ただし、高知県から
得た情報のうち、位置を特定できないデータ等を除いた結果、位置を特定出来た橋梁は 729 橋であ
った。その 729 橋に対して、表-6.1 に示す２つの抽出条件から解析対象橋梁を抽出した。 
 
表-6.1 抽出条件 
抽出項目 該当条件 該当条件根拠 
橋梁形式 PC 橋または RC 橋 塩害をうけるコンクリート橋 
海岸からの距離 250m 程度以内 道路橋示方書の塩害を考慮する範囲 
 
 729 橋に対する表-6.1 の抽出条件から PC 橋または RC 橋に該当する橋梁は 311 橋あり、海岸から
の距離が 250m 程度以内の橋梁は 25 橋となった。さらに 25 橋のうち、主桁の点検結果が残ってい
る橋梁は 15 橋となったため、本研究ではこの 15 橋を対象に解析と検証を実施した。 
 
6.2 初期解析条件 


















































 以上に示した当時の設計基準および標準図集および表-6.2 から定めた設定条件一覧表を表-6.3 に


















項目 条件1 条件2 採用値 備考
58年示方書 プレテン・ポステン 35mm 各示方書参照
39年示方書 プレテン・ポステン 35mm 各示方書参照
36年示方書 プレテン・ポステン 35mm 各示方書参照
43年示方書 プレテン・ポステン 35mm 各示方書参照
H2年示方書 プレテン 25mm 各示方書参照
H2年示方書 ポステン 35mm 各示方書参照
H8年示方書 プレテン 25mm 各示方書参照
















































1 25mm-0.36-800mg/m2 水島橋桟道橋 
2 35mm-0.36-350mg/m2 新野根橋 
3 35mm-0.43-300mg/m2 五台山橋 




6 35mm-0.50-300mg/m2 益野ニの橋 
7 35mm-0.50-400mg/m2 汐入橋 
8 35mm-0.50-800mg/m2 出見橋、泊浦川橋 
 
6.3 高知県における点検システム概要 
 点検データは高知県で 5 年に 1 回実施する定期点検のデータ 6.9)を用いる。高知県では職員による









かぶり 水セメント比 飛来塩分量 鉄筋径 圧縮強度 単位セメント量
下川口大橋 昭和58年01月 PC ポステンT 0 35mm 0.43 800 10 40 300
久百々橋 昭和48年03月 PC ポステンT 0 35mm 0.43 800 10 40 300
益野ニの橋 昭和48年03月 RC － 250 35mm 0.5 300 13 24 250
小才角大橋 昭和47年03月 PC ポステンT 0 35mm 0.43 800 10 40 300
片粕大橋 昭和59年09月 PC ポステン箱 0 35mm 0.43 800 10 40 300
新野根橋 昭和54年02月 PC プレテンT 200 35mm 0.36 350 10 50 350
出見橋 昭和33年03月 RC － 0 35mm 0.5 800 13 24 250
汐入橋 昭和47年03月 RC － 90 35mm 0.5 400 13 24 250
志和川橋 昭和46年03月 PC ポステンT 0 35mm 0.43 800 10 40 300
厚生橋 昭和36年03月 PC ポステンT 0 35mm 0.43 800 10 40 300
五台山橋 昭和40年03月 PC ポステンT 250 35mm 0.43 300 10 40 300
泊浦川橋 昭和54年08月 RC － 0 35mm 0.5 800 13 24 250
大津大橋 昭和62年03月 PC ポステン箱 30 35mm 0.43 600 10 40 300
新柏島大橋 平成05年08月 PC ポステン箱 0 35mm 0.43 800 10 40 300
水島橋桟道橋 平成08年 PC プレテン床版 16 25mm 0.36 800 10 50 350
解析条件














































 6.4 点検結果における測定誤差の補正 





























a 0 0.000 0.000
b 0 0.000 0.000
c 0 0.000 0.000
d 5 0.833 0.833





























a 0 0.000 0.000
b 0 0.000 0.000
c 1.55 0.258 0.258
d 2.86 0.477 0.735














































a 0 0.000 0.000
b 1 0.250 0.250
c 3 0.750 1.000
d 0 0.000 1.000


















a 0.31 0.078 0.078
b 1.31 0.328 0.405
c 1.44 0.360 0.765
d 0.63 0.158 0.923


















a 0 0.000 0.000
b 2 0.125 0.125
c 7 0.438 0.563
d 7 0.438 1.000
















a 0.62 0.039 0.039
b 2.93 0.183 0.222
c 5.47 0.342 0.564
d 5.01 0.313 0.877
























































a 0 0.000 0.000
b 0 0.000 0.000
c 0 0.000 0.000
d 2 0.250 0.250

















a 0 0.000 0.000
b 0 0.000 0.000
c 0.62 0.078 0.078
d 2.88 0.360 0.438

















a 0 0.000 0.000
b 0 0.000 0.000
c 2 0.222 0.222
d 4 0.444 0.667
















a 0 0.000 0.000
b 0.62 0.069 0.069
c 2.08 0.231 0.300
d 3.33 0.370 0.670
























































a 0 0.000 0.000
b 0 0.000 0.000
c 3 1.000 1.000
d 0 0.000 1.000


















a 0 0.000 0.000
b 0.93 0.310 0.310
c 1.26 0.420 0.730
d 0.54 0.180 0.910


















a 0 0.000 0.000
b 0 0.000 0.000
c 16 0.400 0.400
d 0 0.000 0.400

















a 0 0.000 0.000
b 4.96 0.124 0.124
c 6.72 0.168 0.292
d 10.32 0.258 0.550

























































a 0 0.000 0.000
b 1 0.111 0.111
c 0 0.000 0.111
d 8 0.889 1.000


















a 0.31 0.034 0.034
b 0.38 0.042 0.077
c 2.66 0.296 0.372
d 4.17 0.463 0.836


















a 12 1.000 1.000
b 0 0.000 1.000
c 0 0.000 1.000
d 0 0.000 1.000


















a 8.28 0.690 0.690
b 2.16 0.180 0.870
c 1.08 0.090 0.960
d 0.48 0.040 1.000


























































a 0 0.000 0.000
b 0 0.000 0.000
c 1 0.083 0.083
d 4 0.333 0.417

















a 0 0.000 0.000
b 0.31 0.026 0.026
c 1.66 0.138 0.164
d 4.39 0.366 0.530


















a 0 0.000 0.000
b 0 0.000 0.000
c 4 0.053 0.053
d 1 0.013 0.066


















a 0 0.000 0.000
b 1.24 0.016 0.016
c 1.99 0.026 0.043
d 23.24 0.306 0.348

























































a 2 1.000 1.000
b 0 0.000 1.000
c 0 0.000 1.000
d 0 0.000 1.000


















a 1.38 0.690 0.690
b 0.36 0.180 0.870
c 0.18 0.090 0.960
d 0.08 0.040 1.000



















a 0 0.000 0.000
b 2 0.143 0.143
c 3 0.214 0.357
d 8 0.571 0.929
















a 0.62 0.044 0.044
b 1.69 0.121 0.165
c 4.1 0.293 0.458
d 5.11 0.365 0.823























































a 0 0.000 0.000
b 0 0.000 0.000
c 6 0.600 0.600
d 4 0.400 1.000

















a 0 0.000 0.000
b 1.86 0.186 0.186
c 3.76 0.376 0.562
d 3.12 0.312 0.874


















a 1 0.250 0.250
b 0 0.000 0.250
c 1 0.250 0.500
d 2 0.500 1.000
















a 0.69 0.173 0.173
b 0.49 0.123 0.295
c 1.13 0.283 0.578
d 1.24 0.310 0.888




















劣化予測の解析時は点検実施時から 4 年遡った状態との比較によりおこなう。 
 対象橋梁に対して、「0 倍速～実橋の劣化分布を網羅できる範囲の倍速」でばらつかせた結果を表



















































a 1 0.010 0.010
b 12 0.120 0.130
c 6 0.060 0.190
d 72 0.720 0.910
e 9 0.090 1.000
下川口大橋　初期解析集計表(供用21年)
下川口大橋 昭和58年01月 PC ポステンT 0 1.83
久百々橋 昭和48年03月 PC ポステンT 0 0.50
益野ニの橋 昭和48年03月 RC － 250 4.95
小才角大橋 昭和47年03月 PC ポステンT 0 0.70
片粕大橋 昭和59年09月 PC ポステン箱 0 1.55
新野根橋 昭和54年02月 PC プレテンT 200 9.90
出見橋 昭和33年03月 RC － 0 1.55
汐入橋 昭和47年03月 RC － 90 0.40
志和川橋 昭和46年03月 PC ポステンT 0 0.06
厚生橋 昭和36年03月 PC ポステンT 0 0.50
五台山橋 昭和40年03月 PC ポステンT 250 3.41
泊浦川橋 昭和54年08月 RC － 0 0.10
大津大橋 昭和62年03月 PC ポステン箱 30 5.50
新柏島大橋 平成05年08月 PC ポステン箱 0 7.61
水島橋桟道橋 平成08年 PC プレテン床版 16 24.75



































































a 1 0.010 0.010
b 13 0.130 0.140
c 7 0.070 0.210
d 77 0.770 0.980

























a 1 0.020 0.020
b 6 0.120 0.140
c 3 0.060 0.200
d 38 0.760 0.960








a 1 0.014 0.014
b 6 0.086 0.100
c 2 0.029 0.129
d 35 0.500 0.629































































a 1 0.010 0.010
b 12 0.120 0.130
c 6 0.060 0.190
d 71 0.710 0.900

























a 1 0.010 0.010
b 12 0.120 0.130
c 6 0.060 0.190
d 73 0.730 0.920

























a 2 0.020 0.020
b 13 0.130 0.150
c 7 0.070 0.220
d 77 0.770 0.990































































a 1 0.025 0.025
b 5 0.125 0.150
c 3 0.075 0.225
d 30 0.750 0.975

























a 1 0.100 0.100
b 5 0.500 0.600
c 3 0.300 0.900
d 1 0.100 1.000

























a 1 0.020 0.020
b 5 0.100 0.120
c 2 0.040 0.160
d 28 0.560 0.720































































a 1 0.010 0.010
b 6 0.060 0.070
c 2 0.020 0.090
d 34 0.340 0.430

























a 1 0.091 0.091
b 6 0.545 0.636
c 3 0.273 0.909
d 1 0.091 1.000

























a 1 0.010 0.010
b 13 0.130 0.140
c 6 0.060 0.200
d 77 0.770 0.970




























































a 1 0.010 0.010
b 12 0.120 0.130
c 6 0.060 0.190
d 74 0.740 0.930
























a 1 0.010 0.010
b 12 0.120 0.130
c 6 0.060 0.190
d 71 0.710 0.900





























1 25mm-0.36-800mg/m2 水島橋桟道橋 24.75 
2 35mm-0.36-350mg/m2 新野根橋 9.90 
3 35mm-0.43-300mg/m2 五台山橋 3.41 





6 35mm-0.50-300mg/m2 益野ニの橋 4.95 
7 35mm-0.50-400mg/m2 汐入橋 0.40 
























び「e」の判定区分が 11.25%の割合となっているのに対し、解析結果では「c」が 1.0%，「d」が 19.0%、
「e」が 76.0%となっており、解析の「劣化度」の分布を補正する必要がある。よって、ばらつかせ





ⅰ) 点検を実施した供用 12 年の時の劣化度について「a」は、解析でばらつかせた劣化速度が 1 本
あるため、補正前の劣化表現率としては 1%となるが、点検では「a」区分が 17.25%となってい
る。よって、解析における「a」となる 1 本の劣化速度の「劣化表現率」を 17.25%と置き換え
ることで、点検結果と整合する。 
ⅱ) 同様に「b」は、解析でばらつかせた劣化速度が 3 本あるため、補正前の劣化表現率としては 3.0%
となるが、点検では「b」区分が 12.25%となっている。よって、解析における「b」となる 3 本
の劣化速度の「劣化表現率」を 1 本当たり 12.25÷3=4.08%と置き換えることで、点検結果と整
合する。 
ⅲ) 同様に初期解析において、劣化度が「c」となる劣化速度は 1 本あるため、補正前の劣化表現率
としては 1.0%となるが、点検結果では 28.25%存在する。よって、この劣化速度の「劣化表現













































ⅳ) 同様に「d」は、解析でばらつかせた劣化速度が 19 本あるため、補正前の劣化表現率としては
19.0%となるが、点検では「d」区分が 31.0%となっている。よって、解析における「d」となる
19 本の劣化速度の「劣化表現率」を 1 本当たり 31.0÷19=1.63%と置き換えることで、点検結果
と整合する。 
ⅴ) 同様に「e」は、解析でばらつかせた劣化速度が 76 本あるため、補正前の劣化表現率としては
76.0%となるが、点検では「e」区分が 11.25%となっている。よって、解析における「e」とな
る 76 本の劣化速度の「劣化表現率」を 1 本当たり 11.25÷76=0.15%と置き換えることで、点検
結果と整合する。 
c) 点検結果の時間誤差を考慮した劣化予測の補正 
 ここで、第 4 章で示した点検結果の時間誤差を考慮した補正を実施する。第 4 章に示した様に、
点検結果には、実際にその劣化状態になった時間と点検実施時の時間が異なるため、誤差が生じる。
これを考慮して 1 年前～4 年前に点検結果の状態になった可能性を考慮した補正を実施する。最終的
な劣化予測は図-6.35 に示すように、点検実施時～4 年前で補正した結果の平均を採用する。 











































0 5 10 12 15 20 25 30 35 40 45 50 55 60
a 0 1.00 0.22 0.17 0.17 0.17 0.17 0.17 0.17 0.17 0.17 0.17 0.17 0.17 0.17
b 1 0.00 0.67 0.19 0.07 0.02 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
c 2 0.00 0.08 0.11 0.07 0.02 0.02 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
d 3 0.00 0.03 0.36 0.41 0.32 0.12 0.05 0.02 0.02 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
e 4 0.00 0.00 0.17 0.27 0.45 0.68 0.78 0.80 0.80 0.83 0.83 0.83 0.83 0.83







 新野根橋について、任意にばらつかせた劣化予測解析を実施した結果、確定的な劣化速度に 0 倍














ⅰ) 点検を実施した供用 28 年の時の劣化度について「a」は、解析でばらつかせた劣化速度が 1 本
あるため、補正前の劣化表現率としては 1%となるが、点検では「a」区分が 0.0%となっている。












































ⅱ) 同様に「b」は、解析でばらつかせた劣化速度が 7 本あるため、補正前の劣化表現率としては 7.0%
となるが、点検では「b」区分が 31.0%となっている。よって、解析における「b」となる 7 本
の劣化速度の「劣化表現率」を 1 本当たり 31.0÷7=4.43%と置き換えることで、点検結果と整合
する。 
ⅲ) 同様に初期解析において、劣化度が「c」となる劣化速度は 4 本あるため、補正前の劣化表現率
としては 4.0%となるが、点検結果では 42.0%存在する。よって、この劣化速度の「劣化表現率」
は 1 本当たり 4%から 42.0%に補正することで、点検結果と整合する。 
ⅳ) 同様に「d」は、解析でばらつかせた劣化速度が 44 本あるため、補正前の劣化表現率としては
44.0%となるが、点検では「d」区分が 18.0%となっている。よって、解析における「d」となる
44 本の劣化速度の「劣化表現率」を 1 本当たり 18÷44=0.41%と置き換えることで、点検結果と
整合する。 
ⅴ) 同様に「e」は、解析でばらつかせた劣化速度が 44 本あるため、補正前の劣化表現率としては
44.0%となるが、点検では「e」区分が 9.0%となっている。よって、解析における「e」となる
44 本の劣化速度の「劣化表現率」を 1 本当たり 9.0÷44=0.20%と置き換えることで、点検結果
と整合する。 
c) 点検結果の時間誤差を考慮した劣化予測の補正 
 ここで、第 4 章で示した点検結果の時間誤差を考慮した補正を実施する。第 4 章に示した様に、
点検結果には、実際にその劣化状態になった時間と点検実施時の時間が異なるため、誤差が生じる。
これを考慮して 1 年前～4 年前に点検結果の状態になった可能性を考慮した補正を実施する。最終的
な劣化予測は図-6.37 に示すように、点検実施時～4 年前で補正した結果の平均を採用する。 















































 五台山橋について、任意にばらつかせた劣化予測解析を実施した結果、確定的な劣化速度に 0 倍



























0 5 10 15 20 25 28 30 35 40 45 50 55 60
a 0 1.00 1.00 0.60 0.14 0.03 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
b 1 0.00 0.00 0.40 0.72 0.72 0.49 0.24 0.21 0.10 0.07 0.03 0.03 0.00 0.00
c 2 0.00 0.00 0.00 0.07 0.04 0.22 0.25 0.15 0.07 0.03 0.03 0.00 0.03 0.03
d 3 0.00 0.00 0.00 0.07 0.21 0.22 0.38 0.48 0.60 0.64 0.48 0.31 0.21 0.14
e 4 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.07 0.14 0.17 0.23 0.26 0.45 0.65 0.76 0.83



































ⅰ) 点検を実施した供用 47 年の時の劣化度について「a」は、解析でばらつかせた劣化速度が 1 本
あるため、補正前の劣化表現率としては 1%となるが、点検では「a」区分が 0.0%となっている。
よって、解析における「a」となる 1 本の劣化速度の「劣化表現率」を 0.0%と置き換えること
で、点検結果と整合する。 
ⅱ) 同様に「b」は、解析でばらつかせた劣化速度が 4 本あるため、補正前の劣化表現率としては 4.0%
となるが、点検では「b」区分が 1.63%となっている。よって、解析における「b」となる 4 本
の劣化速度の「劣化表現率」を 1 本当たり 1.63÷4=0.41%と置き換えることで、点検結果と整合
する。 
ⅲ) 同様に初期解析において、劣化度が「c」となる劣化速度は 2 本あるため、補正前の劣化表現率
としては 2.0%となるが、点検結果では 0.26%存在する。よって、この劣化速度の「劣化表現率」
は 1 本当たり 2%から 0.26%に補正することで、点検結果と整合する。 
ⅳ) 同様に「d」は、解析でばらつかせた劣化速度が 26 本あるため、補正前の劣化表現率としては
26.0%となるが、点検では「d」区分が 30.57%となっている。よって、解析における「d」とな
る 26 本の劣化速度の「劣化表現率」を 1 本当たり 30.57÷26=1.18%と置き換えることで、点検
結果と整合する。 
ⅴ) 同様に「e」は、解析でばらつかせた劣化速度が 67 本あるため、補正前の劣化表現率としては
67.0%となるが、点検では「e」区分が 65.17%となっている。よって、解析における「e」とな
る 67 本の劣化速度の「劣化表現率」を 1 本当たり 65.17÷67=0.98%と置き換えることで、点検
結果と整合する。 
c) 点検結果の時間誤差を考慮した劣化予測の補正 
 ここで、第 4 章で示した点検結果の時間誤差を考慮した補正を実施する。第 4 章に示した様に、
点検結果には、実際にその劣化状態になった時間と点検実施時の時間が異なるため、誤差が生じる。
これを考慮して 1 年前～4 年前に点検結果の状態になった可能性を考慮した補正を実施する。最終的
な劣化予測は図-6.39 に示すように、点検実施時～4 年前で補正した結果の平均を採用する。 


































 大津大橋について、任意にばらつかせた劣化予測解析を実施した結果、確定的な劣化速度に 0 倍













0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 47 50 55 60
a 0 1.00 1.00 0.37 0.08 0.01 0.01 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
b 1 0.00 0.00 0.63 0.92 0.64 0.29 0.15 0.08 0.04 0.02 0.01 0.01 0.01 0.01
c 2 0.00 0.00 0.00 0.00 0.33 0.15 0.08 0.05 0.04 0.02 0.02 0.01 0.01 0.00
d 3 0.00 0.00 0.00 0.00 0.02 0.55 0.76 0.67 0.43 0.31 0.27 0.23 0.16 0.12
e 4 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.20 0.49 0.65 0.70 0.75 0.83 0.87
























ⅰ) 点検を実施した供用 22 年の時の劣化度について「a」は、解析でばらつかせた劣化速度が 1 本
あるため、補正前の劣化表現率としては 1%となるが、点検では「a」区分が 4.42%となってい
る。よって、解析における「a」となる 1 本の劣化速度の「劣化表現率」を 4.42%と置き換える
ことで、点検結果と整合する。 
ⅱ) 同様に「b」は、解析でばらつかせた劣化速度が 6 本あるため、補正前の劣化表現率としては 6.0%
となるが、点検では「b」区分が 12.07%となっている。よって、解析における「b」となる 6 本
の劣化速度の「劣化表現率」を 1 本当たり 12.07÷6=2.01%と置き換えることで、点検結果と整
合する。 
ⅲ) 同様に初期解析において、劣化度が「c」となる劣化速度は 4 本あるため、補正前の劣化表現率
としては 4.0%となるが、点検結果では 29.28%存在する。よって、この劣化速度の「劣化表現
率」は 1 本当たり 4%から 29.28%に補正することで、点検結果と整合する。 
ⅳ) 同様に「d」は、解析でばらつかせた劣化速度が 38 本あるため、補正前の劣化表現率としては
38.0%となるが、点検では「d」区分が 36.5%となっている。よって、解析における「d」となる
38 本の劣化速度の「劣化表現率」を 1 本当たり 36.5÷38=0.96%と置き換えることで、点検結果
と整合する。 
ⅴ) 同様に「e」は、解析でばらつかせた劣化速度が 51 本あるため、補正前の劣化表現率としては
51.0%となるが、点検では「e」区分が 17.71%となっている。よって、解析における「e」とな
る 51 本の劣化速度の「劣化表現率」を 1 本当たり 17.71÷51=0.35%と置き換えることで、点検
結果と整合する。 
c) 点検結果の時間誤差を考慮した劣化予測の補正 












































これを考慮して 1 年前～4 年前に点検結果の状態になった可能性を考慮した補正を実施する。最終的
な劣化予測は図-6.41 に示すように、点検実施時～4 年前で補正した結果の平均を採用する。 
































合は 18.6%となっているが、解析結果の劣化表現率では「a」区分が 1.0%，「b」区分が 5.0%となっ
ている。また、点検結果では「c」の判定区分が 37.6%，「d」の判定区分は 31.2%および「e」の判
定区分が 12.6%の割合となっているのに対し、解析結果では「c」が 2.0%，「d」が 29.0%，「e」が
0 5 10 15 20 22 25 30 35 40 45 50 55 60
a 0 1.00 0.90 0.18 0.06 0.04 0.04 0.04 0.04 0.04 0.04 0.04 0.04 0.04 0.04
b 1 0.00 0.10 0.82 0.49 0.17 0.08 0.06 0.03 0.01 0.01 0.00 0.00 0.00 0.00
c 2 0.00 0.00 0.00 0.08 0.16 0.14 0.03 0.01 0.01 0.00 0.01 0.00 0.00 0.00
d 3 0.00 0.00 0.00 0.37 0.43 0.43 0.46 0.38 0.20 0.09 0.06 0.04 0.04 0.03
e 4 0.00 0.00 0.00 0.00 0.20 0.30 0.42 0.53 0.73 0.85 0.89 0.91 0.91 0.93





























ⅰ) 点検を実施した供用 18 年の時の劣化度について「a」は、解析でばらつかせた劣化速度が 1 本
あるため、補正前の劣化表現率としては 1%となるが、点検では「a」区分が 0.0%となっている。
よって、解析における「a」となる 1 本の劣化速度の「劣化表現率」を 0.0%と置き換えること
で、点検結果と整合する。 
ⅱ) 同様に「b」は、解析でばらつかせた劣化速度が 5 本あるため、補正前の劣化表現率としては 5.0%
となるが、点検では「b」区分が 18.6%となっている。よって、解析における「b」となる 5 本
の劣化速度の「劣化表現率」を 1 本当たり 18.6÷5=3.72%と置き換えることで、点検結果と整合
する。 
ⅲ) 同様に初期解析において、劣化度が「c」となる劣化速度は 2 本あるため、補正前の劣化表現率
としては 2.0%となるが、点検結果では 37.6%存在する。よって、この劣化速度の「劣化表現率」
は 1 本当たり 2%から 37.6%に補正することで、点検結果と整合する。 
ⅳ) 同様に「d」は、解析でばらつかせた劣化速度が 29 本あるため、補正前の劣化表現率としては
29.0%となるが、点検では「d」区分が 31.2%となっている。よって、解析における「d」となる
29 本の劣化速度の「劣化表現率」を 1 本当たり 31.2÷29=1.08%と置き換えることで、点検結果 
と整合する。 














































63 本の劣化速度の「劣化表現率」を 1 本当たり 12.6÷63=0.2%と置き換えることで、点検結果
と整合する。 
c) 点検結果の時間誤差を考慮した劣化予測の補正 
 ここで、第 4 章で示した点検結果の時間誤差を考慮した補正を実施する。第 4 章に示した様に、
点検結果には、実際にその劣化状態になった時間と点検実施時の時間が異なるため、誤差が生じる。
これを考慮して 1 年前～4 年前に点検結果の状態になった可能性を考慮した補正を実施する。最終的
な劣化予測は図-6.43 に示すように、点検実施時～4 年前で補正した結果の平均を採用する。 



























倍速から 4.95 倍で実橋の点検結果を網羅できる倍数となった。なお、劣化速度の本数は 100 本とし
ている。点検実施時(供用 34 年)における解析結果と実橋の測定誤差、時間誤差を含んだ点検結果と
の劣化度分布の比較は図-6.21 に示している。また、劣化度と経年における解析結果を図-6.44 に示
0 5 10 15 18 20 25 30 35 40 45 50 55 60
a 0 1.00 0.79 0.08 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
b 1 0.00 0.21 0.73 0.39 0.13 0.08 0.03 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
c 2 0.00 0.00 0.08 0.15 0.13 0.05 0.03 0.03 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
d 3 0.00 0.00 0.12 0.35 0.49 0.54 0.42 0.16 0.10 0.08 0.05 0.03 0.03 0.03
e 4 0.00 0.00 0.00 0.11 0.25 0.33 0.53 0.82 0.90 0.92 0.95 0.97 0.97 0.97

























合は 18.31%となっているが、解析結果の劣化表現率では「a」区分が 1.0%，「b」区分が 9.0%とな
っている。また、点検結果では「c」の判定区分が 34.18%，「d」の判定区分は 31.31%および「e」
の判定区分が 12.31%の割合となっているのに対し、解析結果では「c」が 4.0%，「d」が 53.0%，「e」
が 33.0%となっており，解析の「劣化度」の分布を補正する必要がある。よって、ばらつかせた劣化





ⅰ) 点検を実施した供用 34 年の時の劣化度について「a」は、解析でばらつかせた劣化速度が 1 本
あるため、補正前の劣化表現率としては 1%となるが、点検では「a」区分が 3.87%となってい
る。よって、解析における「a」となる 1 本の劣化速度の「劣化表現率」を 3.87%と置き換える
ことで、点検結果と整合する。 
ⅱ) 同様に「b」は、解析でばらつかせた劣化速度が 9 本あるため、補正前の劣化表現率としては 9.0%
となるが、点検では「b」区分が 18.31%となっている。よって、解析における「b」となる 9 本
の劣化速度の「劣化表現率」を 1 本当たり 18.31÷9=2.03%と置き換えることで、点検結果と整
合する。 
ⅲ) 同様に初期解析において、劣化度が「c」となる劣化速度は 4 本あるため、補正前の劣化表現率
としては 4.0%となるが、点検結果では 34.18%存在する。よって、この劣化速度の「劣化表現











































ⅳ) 同様に「d」は、解析でばらつかせた劣化速度が 53 本あるため、補正前の劣化表現率としては
53.0%となるが、点検では「d」区分が 31.31%となっている。よって、解析における「d」とな
る 53 本の劣化速度の「劣化表現率」を 1 本当たり 31.31÷53=0.59%と置き換えることで、点検
結果と整合する。 
ⅴ) 同様に「e」は、解析でばらつかせた劣化速度が 33 本あるため、補正前の劣化表現率としては
33.0%となるが、点検では「e」区分が 12.31%となっている。よって、解析における「e」とな
る 33 本の劣化速度の「劣化表現率」を 1 本当たり 12.31÷33=0.37%と置き換えることで、点検
結果と整合する。 
c) 点検結果の時間誤差を考慮した劣化予測の補正 
 ここで、第 4 章で示した点検結果の時間誤差を考慮した補正を実施する。第 4 章に示した様に、
点検結果には、実際にその劣化状態になった時間と点検実施時の時間が異なるため、誤差が生じる。
これを考慮して 1 年前～4 年前に点検結果の状態になった可能性を考慮した補正を実施する。最終的
な劣化予測は図-6.45 に示すように、点検実施時～4 年前で補正した結果の平均を採用する。 

























0 5 10 15 20 25 30 34 35 40 45 50 55 60
a 0 1.00 1.00 0.60 0.16 0.09 0.06 0.04 0.04 0.04 0.03 0.04 0.04 0.04 0.04
b 1 0.00 0.00 0.40 0.81 0.64 0.55 0.33 0.15 0.14 0.08 0.05 0.03 0.04 0.02
c 2 0.00 0.00 0.00 0.00 0.12 0.06 0.21 0.18 0.14 0.05 0.03 0.03 0.02 0.02
d 3 0.00 0.00 0.00 0.00 0.16 0.34 0.38 0.44 0.47 0.51 0.50 0.48 0.38 0.24
e 4 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.03 0.19 0.22 0.32 0.38 0.42 0.53 0.69

























 汐入橋について、任意にばらつかせた劣化予測解析を実施した結果、確定的な劣化速度に 0 倍速














ⅰ) 点検を実施した供用 53 年の時の劣化度について「a」は、解析でばらつかせた劣化速度が 1 本
あるため、補正前の劣化表現率としては 1%となるが、点検では「a」区分が 3.44%となってい
る。よって、解析における「a」となる 1 本の劣化速度の「劣化表現率」を 3.44%と置き換える
ことで、点検結果と整合する。 








































となるが、点検では「b」区分が 4.22%となっている。よって、解析における「b」となる 4 本
の 
劣化速度の「劣化表現率」を 1 本当たり 4.22÷4=1.06%と置き換えることで、点検結果と整合す
る。 
ⅲ) 同様に初期解析において、劣化度が「c」となる劣化速度は 2 本あるため、補正前の劣化表現率
としては 2.0%となるが、点検結果では 29.55%存在する。よって、この劣化速度の「劣化表現
率」は 1 本当たり 2%から 29.55%に補正することで、点検結果と整合する。 
ⅳ) 同様に「d」は、解析でばらつかせた劣化速度が 25 本あるため、補正前の劣化表現率としては
25.0%となるが、点検では「d」区分が 46.33%となっている。よって、解析における「d」とな
る 25 本の劣化速度の「劣化表現率」を 1 本当たり 46.33÷25=1.85%と置き換えることで、点検
結果と整合する。 
ⅴ) 同様に「e」は、解析でばらつかせた劣化速度が 8 本あるため、補正前の劣化表現率としては 8.0%
となるが、点検では「e」区分が 16.44%となっている。よって、解析における「e」となる 8 本
の劣化速度の「劣化表現率」を 1 本当たり 16.44÷8=2.06%と置き換えることで、点検結果と整
合する。 
c) 点検結果の時間誤差を考慮した劣化予測の補正 
 ここで、第 4 章で示した点検結果の時間誤差を考慮した補正を実施する。第 4 章に示した様に、
点検結果には、実際にその劣化状態になった時間と点検実施時の時間が異なるため、誤差が生じる。
これを考慮して 1 年前～4 年前に点検結果の状態になった可能性を考慮した補正を実施する。最終的
な劣化予測は図-6.47 に示すように、点検実施時～4 年前で補正した結果の平均を採用する。 















































 出見橋について、任意にばらつかせた劣化予測解析を実施した結果、確定的な劣化速度に 0 倍速














ⅰ) 点検を実施した供用 23 年の時の劣化度について「a」は、解析でばらつかせた劣化速度が 1 本
あるため、補正前の劣化表現率としては 1%となるが、点検では「a」区分が 0.0%となっている。
よって、解析における「a」となる 1 本の劣化速度の「劣化表現率」を 0.0%と置き換えること
で、点検結果と整合する。 
ⅱ) 同様に「b」は、解析でばらつかせた劣化速度が 7 本あるため、補正前の劣化表現率としては 7.0%
となるが、点検では「b」区分が 12.4%となっている。よって、解析における「b」となる 7 本
の劣化速度の「劣化表現率」を 1 本当たり 12.4÷7=1.77%と置き換えることで、点検結果と整合
する。 
ⅲ) 同様に初期解析において、劣化度が「c」となる劣化速度は 4 本あるため、補正前の劣化表現率
としては 4.0%となるが、点検結果では 16.8%存在する。よって、この劣化速度の「劣化表現率」
は 1 本当たり 4%から 16.8%に補正することで、点検結果と整合する。 
ⅳ) 同様に「d」は、解析でばらつかせた劣化速度が 43 本あるため、補正前の劣化表現率としては
43.0%となるが、点検では「d」区分が 25.8%となっている。よって、解析における「d」となる
0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50 53 55 60
a 0 1.00 1.00 1.00 0.51 0.16 0.05 0.04 0.03 0.03 0.03 0.03 0.03 0.03 0.03
b 1 0.00 0.00 0.00 0.49 0.84 0.95 0.62 0.46 0.38 0.33 0.12 0.04 0.03 0.03
c 2 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.19 0.12 0.08 0.07 0.20 0.21 0.09 0.01
d 3 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.14 0.39 0.51 0.57 0.52 0.50 0.57 0.56
e 4 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.12 0.22 0.27 0.37





43 本の劣化速度の「劣化表現率」を 1 本当たり 25.8÷43=0.6%と置き換えることで、点検結果
と整合する。 
ⅴ) 同様に「e」は、解析でばらつかせた劣化速度が 45 本あるため、補正前の劣化表現率としては
45.0%となるが、点検では「e」区分が 45.0%となっている。よって、解析における「e」となる




















 ここで、第 4 章で示した点検結果の時間誤差を考慮した補正を実施する。第 4 章に示した様に、
点検結果には、実際にその劣化状態になった時間と点検実施時の時間が異なるため、誤差が生じる。
これを考慮して 1 年前～4 年前に点検結果の状態になった可能性を考慮した補正を実施する。最終的
な劣化予測は図-6.49 に示すように、点検実施時～4 年前で補正した結果の平均を採用する。 





























































b) 2 巡目点検結果の測定誤差の補正 
 新野根橋について、2巡目点検結果に対して第4章で示した考え方を導入し、測定誤差を考慮する。









0 5 10 15 20 23 25 30 35 40 45 50 55 60
a 0 1.00 1.00 0.18 0.02 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
b 1 0.00 0.00 0.82 0.35 0.20 0.09 0.06 0.04 0.02 0.01 0.01 0.00 0.00 0.00
c 2 0.00 0.00 0.00 0.07 0.10 0.09 0.04 0.03 0.01 0.01 0.00 0.01 0.01 0.00
d 3 0.00 0.00 0.00 0.55 0.41 0.29 0.30 0.27 0.22 0.13 0.10 0.07 0.04 0.05
e 4 0.00 0.00 0.00 0.00 0.29 0.53 0.59 0.67 0.75 0.85 0.89 0.92 0.95 0.95




























a 0 0.000 0.000
b 1 0.077 0.077
c 7 0.538 0.615
d 5 0.385 1.000








a 0.31 0.024 0.024
b 2.55 0.196 0.220
c 4.67 0.359 0.579
d 3.9 0.300 0.879


































 図に示す様に、2 回目点検結果は供用 33 年で劣化評点 2.298 となる。これに時間誤差を考慮する
と、供用 29 年～33 年の間で劣化評点が 2.298 になると考えられる。初期解析結果と比較すると、補
正した劣化予測は 2 回目点検結果に近い値をとっていることが分かる。また、時間誤差に着目する























図-6.50 新野根橋 2 巡目点検結果(供用 32 年) 図-6.51 新野根橋 測定誤差を考慮した





















c)点検 2 回による補正 
 2 巡目点検を実施している橋梁は新野根橋のみであることら、新野根橋について 2 回目点検結果も
考慮した補正を実施する。補正方法は第 3 章で示したように 1 回目点検結果と 2 回目点検結果の平
均値を用いることとする。方法としては 1 回目点検結果と同様に 2 回目点検結果も時間誤差を考慮
した上で補正を実施し、2 回目点検結果における平均の劣化予測を算出する。2 回目点検結果の時間










































































 実橋に対する「補修シナリオ作成」は解析対象橋梁の内、点検結果が唯一 2 回有する新野根橋に
対して実施する。なお、新野根橋の補修シナリオ解析の結果、維持管理費を最小とするシナリオは管
理レベルを「4」で一定とした場合であるが、環境条件が変化することにより、管理レベルを下げた





























a) 飛来塩分量を 100mg/m2とした場合 
b) 飛来塩分量を 350mg/m2（現況解析）とした場合 
c) 飛来塩分量を 600mg/m2とした場合 



















ない」を適用し、供用開始から 54.2 年目に劣化度が管理レベル 4 に達する。その時の補修工法は「断
面修復工法」を併用している。 
また、劣化速度が 2 番目以降のシナリオについては、シナリオ No.2～No.60 までは最も劣化速度
が速い劣化予測と同じ補修シナリオとなった。シナリオ No.61 は供用開始から 54.2 年目でもコンク





る。シナリオ No.62～No.84 まではシナリオ No.81 と同じ補修シナリオとなる。 
 同様にシナリオ No.85 についても供用開始から 78.9 年目でもコンクリートの剥落に達しない劣化
状態で、管理レベル 4(ひび割れ幅 0.3mm 以上)に達していない。よって、シナリオ No.85 も別途に
最適シナリオ解析を実施することとなる。最適シナリオ解析の結果、シナリオ No.85 以降は何もし
なくても、劣化度が管理レベルに達する前に供用期間である100年を迎える。シナリオNo.86～No.99
まではシナリオ No.85 と同じ補修シナリオとなる。なお、シナリオ No.100 は常に劣化しない状態で
ある。 
供用年 補修工法 供用年 補修工法
No.1～No.70 0 何もしない 54.2 断面修復
No.71～No.91 0 何もしない 88.8 断面修復
No.92～No.99 0 何もしない － －




















図-6.55 新野根橋に飛来塩分量 100mg/m2おけるシナリオ解析結果 
 
3) 飛来塩分量 100mg/m2の場合の最小 LCC の算出 
a) これまでの LCC 算出における課題 














補修工法を 5 年以内に実施するシナリオについては、同じ補修として実施する。 
以上の方法により補修による LCC を算出することが可能となる。以下に「新野根橋」について補修


































c) 新野根橋の飛来塩分量 100mg/m2の時の LCC 算出 
 新野根橋の飛来塩分量 100mg/m2の場合について、上記に示すシナリオ、表-6.17 のシナリオと劣





































何もしない 断面修復 No.1～70 70 0.2213
何もしない 断面修復 No.71～91 21 0.3724
何もしない － No.92～99 8 0.3942








供用開始時は No.1～No.100 まで何もしなりため、補修工事費は発生しない。 
最初の補修は断面修復工法が No.1～No.84 のシナリオに用いられるため、補修工事費は下式の通り
となる。 
補修面積：585.0×0.338(No.1～No.84 の劣化表現率合計)=197.7m2 (6.2) 
197.7×(65,000)=12,848 千円 (6.3) 
 以上より、新野根橋の LCC は式(6.3)より 12,848 千円となる。 
 また表-6.19 に示す様に，従来の考え方である最も早い劣化予測の補修シナリオを用いて LCC を
算出した場合と比較した場合、約 25,177 千円経済的となる。 
 
4) 飛来塩分量を 350mg/m2（現況解析）とした場合の解析結果 















供用年 補修工法 供用年 補修工法 供用年 補修工法
No.1～No.70 0 表面含浸 39.1 断面修復表面含浸 73.7
断面修復
表面含浸
No.71～No.91 0 表面含浸 50.4 断面修復表面含浸 92.8 断面修復
No.92～No.97 0 表面含浸 68.9 断面修復表面含浸 － －
No.98～No.99 0 表面含浸 － － － －















































































表面含浸 No.1～100 100 1.0000







表面含浸 No.1～70 70 0.2213
表面含浸 断面修復表面含浸 断面修復 No.71～91 21 0.3724
表面含浸 断面修復表面含浸 － No.92～97 6 0.3214
表面含浸 － － No.98～99 2 0.0728
－ － － No.100 1 0.0119
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5) 飛来塩分量を 600mg/m2とした場合の解析結果 















供用年 補修工法 供用年 補修工法 供用年 補修工法 供用年 補修工法
No.1～No.54 0 表面含浸 32.4 断面修復 45.9 断面修復 61.6 電気防食
No.55～No.70 0 表面含浸 32.4 断面修復表面含浸 48.9
断面修復
表面含浸 65.5 電気防食
No.71～No.91 0 表面含浸 39.7 断面修復表面含浸 74.7
断面修復
表面含浸 － －
No.92～No.97 0 表面含浸 51.5 断面修復表面含浸 94.8 断面修復 － －
No.98～No.99 0 表面含浸 73.8 断面修復表面含浸 － － － －

























































表面含浸 断面修復 断面修復 電気防食 No.1～54 54 0.1434
表面含浸 断面修復表面含浸
断面修復
表面含浸 電気防食 No.55～70 16 0.0779
表面含浸 断面修復表面含浸
断面修復
表面含浸 － No.71～91 21 0.3724
表面含浸 断面修復表面含浸 断面修復 － No.92～97 6 0.3214
表面含浸 断面修復表面含浸 － － No.98～99 2 0.0728


































1回目補修 2回目補修 3回目補修 4回目補修 シナリオNo.
シナリオ
数 劣化表現率
表面含浸 断面修復 断面修復 電気防食 No.1～100 100 1.0000
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6) 飛来塩分量を 800mg/m2とした場合の解析結果 















供用年 補修工法 供用年 補修工法 供用年 補修工法 供用年 補修工法
No.1～No.55 0 表面含浸 29.8 断面修復 41.8 断面修復 53.9 電気防食
No.56～No.70 0 表面含浸 29.8 断面修復表面含浸 44.3 断面修復 58.9 電気防食
No.71～No.91 0 表面含浸 35.7 断面修復表面含浸 67.7 断面修復 88.8 断面修復
No.92～No.97 0 表面含浸 45.1 断面修復表面含浸 84.1 断面修復 － －
No.98～No.99 0 表面含浸 63 断面修復表面含浸 － － － －

























































表面含浸 断面修復 断面修復 電気防食 No.1～55 55 0.1465
表面含浸 断面修復表面含浸 断面修復 電気防食 No.56～70 15 0.0747
表面含浸 断面修復表面含浸 断面修復 断面修復 No.71～91 21 0.3724
表面含浸 断面修復表面含浸 断面修復 － No.92～97 6 0.3214
表面含浸 断面修復表面含浸 － － No.98～99 2 0.0728
－ － － － No.100 1 0.0119
1回目補修 2回目補修 3回目補修 4回目補修 シナリオNo.
シナリオ
数 劣化表現率











































 以上の解析結果から、飛来塩分量が 100mg/m2と 350mg/m2の場合は管理レベルを「4」で一定と




















































 従来の点検計画とは現在用いている 5 年に 1 回の頻度で定期点検を実施することを言う。供用 100
年まで定期点検を実施すると仮定した場合、その回数は 100÷5=20 回程度となる。定期点検の維持
管理費用は既往研究成果 6.10)を参考にすると橋長に対して約 330 千円/m となっている。新野根橋の
橋長は 60m であるため、1 回当たりの点検費用は約 2,000 千円/式となる。以上を踏まえると従来の






























供用 39.1 年 
補修ﾀｲﾐﾝｸﾞ 2 供用 55.5 年
補修ﾀｲﾐﾝｸﾞ 3 供用 73.7 年 補修ﾀｲﾐﾝｸﾞ 4 供用 91.1 年
ひび割れ発生 
供用 12.5 年 
ひび割れ発生後 1回目 
点検供用 15.0 年 
ひび割れ発生後 2回目
点検供用 20.0 年 
検を実施する。図-7.1 や劣化予測・補修シナリオ解析から新野根橋は供用開始 12.5 年でひび割れが
発生する。劣化予測の精度を向上するためには、ひび割れ等の性状を確認できる様になってから、少
なくとも 2 回以上の点検結果がある方が望ましいため、供用開始 20 年の点検結果まで用いる。この
意図としては、2 回以上の点検結果を用いることで、第 6 章に示した様に点検の時間誤差の影響を軽
減できるためである。 
 供用 20 年以降は劣化予測および補修シナリオを用いて、将来の補修時期を考慮した点検計画を立
案する。図-6.56 に対して、補修時期を明確にしたものを図-7.1 に示す。図-7.1 に示す様に補修時期
は供用 39.1、55.5、73.7、91.1 年である。劣化予測の精度もまだ完全ではないため、補修開始時期





















表-7.1 新野根橋 劣化予測と補修タイミングを活用した点検計画 
点検回数 実施時期 実施理由 
点検 1 回目～4 回目 供用開始～供用 20 年目 定期点検および劣化予測精度向上 
点検 5,6 回目 供用 34 年目,供用 39 年目 補修タイミング 1 の妥当性確認 
点検 7,8 回目 供用 45 年目,供用 50 年目 補修タイミング 2 の妥当性確認 
点検 9,10 回目 供用 63 年目,供用 68 年目 補修タイミング 3 の妥当性確認 
点検 11 回目 供用 68 年目,供用 73 年目 補修タイミング 4 の妥当性確認 
点検 12,13 回目 供用 86 年目,供用 91 年目 補修タイミング 5 の妥当性確認 
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 以上の頻度点検を実施した場合、新野根橋の点検回数と時期は表-7.1 に示す様 12 回となる。前述
した様に、点検費用は 1 回あたり 2,000 千円/式であるため、12×2,000 千円=24,000 千円となる。












































項目 単位 提案内容 
飛来塩分流束 mg/mm2 小窪モデルとの整合確認のため実施する。 
初期塩化物イオン濃度 kg/m3 費用の関係上実施しない 
鉄筋径 mm 全容を把握することが困難なため実施しない 
かぶり mm 全容を把握することが困難なため実施しない 
水セメント比 % 全容を把握することが困難なため実施しない 
飽和度 － 全容を把握することが困難なため実施しない 
ヤング係数 N/mm2 圧縮強度から推定が可能であるため実施しない 
圧縮強度 N/mm2 反発硬度試験は容易であるため実施する 
コンクリート内 pH － 全容を把握することが困難なため実施しない 
骨材比率 － 全容を把握することが困難なため実施しない 
単位セメント量 kg/m3 全容を把握することが困難なため実施しない 
















 本論文は実用的な BMS を開発するために課題の一因となっていた、ばらつきを考慮した劣化予測
と補修シナリオの作成モデルの構築、および測定誤差や時間的な誤差を考慮した点検結果を用いた劣
化予測の補正方法を提案し、劣化予測の精度向上の検証を行った。 









 第 4 章では、補正に用いる点検結果にも測定誤差や時間的な誤差が含まれているため、点検結果
に対して測定誤差を考慮するとともに、いつその劣化状態になったかの時間誤差を考慮し、誤差ボッ
クスの概念を示した。 





 第 6 章では、高知県管内の塩害を受ける橋梁に対して第 5 章までのモデルを適用して解析を実施
した。かぶり、材料、飛来塩分量毎に確定的な劣化予測に与える任意倍数を示すとともに、2 回点検




 第 7 章では、補修シナリオ作成モデルを用いて点検回数を減らし、BMS を活用した維持管理費用
の縮減効果を示した。また、劣化予測の精度向上に有効で定期点検でも実施可能な調査についても提
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